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＜環境経営理念＞

＜行動指針＞

１ ．環境経営理念は全従業員に周知し、環境関連法規制や当社が約束したことを遵守します。

２ ．創意工夫による省エネルギーにより二酸化炭素排出量の削減に努めます。

３ ．文書のデータ化により、無駄コピーの削減等、紙資源の使用抑制に努めます。

４ ．適正な利用により電気・水使用量の削減に努めます。

５ ．事務用品・消耗品について、環境に配慮した製品を購入します。

６ ．人材育成を通じて、世界における日本ブランドの発信に努めます。

小谷　寿平

2022年12月9日

代表取締役

2019年7月1日

改定日：

環境経営方針

　株式会社インターグループは、コミュニケーション・サービスのプロフェッショナルとし
て、国際会議の企画・運営や通訳・翻訳業務など多岐にわたる様々な活動を通じて国際社会
の発展と調和を図るとともに、環境経営に積極的に取り組み、社会的責任を果たすために、
継続的改善を行ってまいります。

制定日：
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□組織の概要
（１） 名称及び代表者名

株式会社インターグループ
代表取締役　小谷　寿平

（２） 所在地
大阪本社 大阪府大阪市北区豊崎3-20-1　インターグループビル
東京本社 東京都港区虎ノ門2-2-5　共同通信会館4F
名古屋支社 愛知県名古屋市中村区名駅2-38-2　オーキッドビル8F
広島支社 広島県広島市中区大手町3-8-1　大手町中央ビル12F
九州支社 福岡県福岡市中央区赤坂1-15-21　宝ビル3F

（３） 環境管理責任者氏名及び担当者連絡先
責任者　 リーダー 橋本　幸憲 TEL：06-6372-8048

担当者 下埜　寛史 TEL：06-6372-8048

（４） 事業内容
国際会議の企画・運営、通訳・翻訳業務、語学スクール運営

（５） 事業の規模
売上高 千円

従業員　　　　　 名 名 名 名 名 名
延べ床面積　　　 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

（６） 事業年度 月 1 日 ～ 9 月 日

□認証・登録の対象組織・活動
登録組織名： 株式会社インターグループ
対象事業所： 大阪本社

東京本社

名古屋支社

広島支社

九州支社

活動： 国際会議の企画・運営、通訳・翻訳業務、語学スクール運営

□事業や製品（商品）の紹介

【主な業務内容】

2
77 61

大阪本社 東京本社 名古屋支社

68
3,173

64
1,058

12
222

合計

148名

3,979,867

4,591㎡

国際会議・学会・イベント企画運営、コンベンション施設設計コンサルティング、通訳、翻訳、語学スペシャリ
スト派遣・紹介、自然言語処理・音声情報処理、IT関連事業、通訳者・翻訳者養成、高度語学教育、法人語
学研修、語学教材開発・出版

10 30

広島支社 九州支社

2
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□環境経営組織図及び役割・責任・権限表

・決められたことを守り、自主的・積極的に環境活動へ参加

役割・責任・権限

環境委員会

環境事務局
・環境経営レポートの確認

環境管理責任者

・環境活動の取組結果を代表者へ報告

・環境関連法規等取りまとめ表の作成及び最新版管理

・環境経営システムの構築、実施、管理
・環境関連法規等の取りまとめ表を承認
・環境経営目標・環境経営計画書を確認

・環境経営目標、環境経営計画書原案の作成
・環境活動の実績集計

・環境関連法規等取りまとめ表に基づく遵守評価の実施
・環境関連の外部コミュニケーションの窓口
・環境経営レポートの作成、公開（事務所に備え付けと地域事務局への送付）

部門長 ・自部門における環境経営方針の周知

・自部門に関連する環境活動計画の実施及び達成状況の報告
・自部門に必要な手順書の作成及び手順書による実施

内部監査チーム

・環境経営計画の審議
・環境活動実績の確認・評価

・環境に関する内部監査の実施・報告
・環境に関する内部監査の計画

・環境経営目標・環境経営計画書を承認
・代表者による全体の評価と見直し、指示
・環境経営レポートの承認

・環境方針の理解と環境への取組の重要性を自覚

・環境経営方針の策定・見直し

代表者（社長）
・環境経営システムの実施に必要な人、設備、費用、時間等経営資源を準備

環境委員会

環境事務局

環境管理 責任者

内部監査員

代表者

・環境経営に関する統括責任

・環境管理責任者を任命

・自部門の想定される事故及び緊急事態への対応のための手順書作成
・試行・訓練を実施、記録の作成
・自部門の問題点の発見、是正、予防処置の実施

・自部門の従業員に対する教育訓練の実施

・環境管理責任者の補佐、環境委員会の事務局
・環境負荷の自己チェック及び環境への取組の自己チェックの実施

全従業員

コ
ン
ベ
ン
シ

ョ
ン
部

I
T
事
業
部

事
業
開
発
部

東京本社

通訳・翻訳事業部
営業グループ
通訳グループ
翻訳グループ
人材グループ

大阪本社

通訳・翻訳事業部
営業グループ
通訳グループ
翻訳グループ
人材グループ

広
島
支
社

九
州
支
社
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総
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□主な環境負荷の実績
単位

kg-CO2

kg
t

㎥

kg-CO2/kWh

□環境経営目標及びその実績

〇

〇

〇

〇

✕

✕
〇
〇

□環境経営計画の取組結果とその評価、次年度の環境経営計画
数値目標：○達成　×未達成
活動：◎よくできた　○まあまあできた　△あまりできなかった　×全くできなかった

電力による二酸化炭素削減

取組紹介欄

2021年

2022年

CO2排出係数 0.318 0.351 0.351

電力会社 関西電力 関西電力 関西電力
採用年度 2019年度 2020年度 2020年度

1,557 1,549
98%

取組結果とその評価、次年度の取組計画

98% 97%

97%

124,022

8,833

11,771

97%

3月
28,423
26,295 18,972 21,516 26,024 27,365

32,008 36,249 31,66619,521 18,062 32,008
21,487

36,334
22,68031,376

31,657
21,977 26,526

36,167
35,970 29,970

9月8月7月6月5月4月
26,696

2月12月11月10月 1月
27,572

数値目標 〇
月次評価としては未達が一部ありましたが、全体累計評価としては、前年
度比88％と大幅な使用料削減を達成することができました。主な要因とし
ては、２つあります。１つ目は、12-3月の冬季における暖房調整などによ
る全社による節電対策実施の効果が出たことです。電気料金の上昇は好
ましくない反面、各社員へのコスト・節電・営業危機意識を高める材料とな
り、今まで以上に積極的に節電に取り組むきっかけとなりえたのではない
かと思います。２つ目は、2023/6月より大阪本社において空調設備一新
工事を行ったことです。前年度からおよそ35％程度、大幅に使用量削減
することができました。工事コストはかかりましたが、その分将来に向けた
電気使用料を抑えていくこともでき、また、執務室の温度環境も柔軟かつ
快適にすることができるようになったため、費用・就業環境向上の面で十
分な効果があったと考えます。
次年度においては、このまま大阪本社を筆頭とした全体の使用量抑制状
況を確認しつつ、各社使用量削減の頭打ちとなる数値などを推定し、取り
える節電対策を要所で実施したいと思います。

・クールビズなどによる冷暖房の使用抑制 ○

環境に配慮した事業活動 引き続き、グリーン購入率を向上していく活動を行います。

達成状況

・パソコン、コピー機などOA機器の省電力設定 ○

・間引き照明の実施 ○

　　　　　※ 化学物質は未使用であるため、目標設定は行っていません。
　　　　　※ 電力による二酸化炭素削減の目標設定時の採用CO2排出係数は、昨年度に引き続き関西電力株式会社の2020年度
の
　　　　　　　調整後の排出係数(0.351)を採用しました。

0 0

0 　

水道水の削減
㎥

基準年度比
1,581 1,565

2021年 99% 98%

上記二酸化炭素排出量合計 kg-CO2 132,965 126,681 117,356 125,351

一般廃棄物の削減
kg 12,135 12,014 12,086 11,892

基準年度比 2021年 99% 100%

基準年度比 2021年 99% 93% 98%
9,015 8,490 8,924

2024年
（目標）

14.04

（基準年) （目標） （実績） （目標）
評
価

基準値 2022年 2023年

kg-CO2

電力による二酸化炭素削
減

kg-CO2 123,859 117,666 108,865 116,428 115,189

基準年度比 2021年 95% 88% 94% 93%

132,965

水使用量 1,592 1,581 1,557

2020年

廃棄物排出量
　一般廃棄物排出量 12,145 12,135 12,086

1,534

原単位 kWh/千円 0.10 0.09 0.08 0.09 0.09

自動車燃料による二酸化
炭素削減

9,106

　　　　　　　　  　年　度
　　項　目

2022年

二酸化炭素総排出量 115,357

　産業廃棄物排出量 1.48 0.00

117,356

項　目 2021年

0

20,000

40,000

10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

電力（kWh） 2021年 2022年
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取組紹介欄

2021年

2022年

取組紹介欄

2021年

2022年

取組紹介欄

2021年

2022年

1,046
1,034

5月
1,041

3月 4月

981 969 999
976

3月 4月 8月7月

320
405

取組結果とその評価、次年度の取組計画

371 282 281 310 308
351249 335 300

249
287280

989

○

9月

128

971 984

122
135 121 141 132

135 119 148126

取組結果とその評価、次年度の取組計画

976
999

144 122
124 137 114

5月 6月

133

9月

1,042

0

0

1,005
6月

達成状況 取組結果とその評価、次年度の取組計画

7月 8月 9月

○

0

○

月次評価としては一時未達がありましたが、全体累計評価として目標達成となり
ました。前年度に引き続きコロナに対する警戒は緩めず、社用車優先利用移動は
継続、一部マスク着用などの十分なコロナ対策を行ったうえでの公共交通機関の
利用も目標達成のために実施したとはいえ、目標達成できたのは評価できる点
かと思います。
ただし、エコアクション21の活動当初（2019年度）と比較すると、使用量は増加して
いるため、次年度も気を緩めず引き続き使用量削減に努めたいと思います。

2月

全体として目標未達の月も多く、累計評価としても未達となりました。ただ未達という
事実は好ましくありませんが、前年度と比較すると廃棄量自体は減少しております。
今回未達の大きな要因としましては、廃棄物削減の達成方法として、帳票見直しを
あげておりますが、それに関連して今年度より新基幹システムを導入しましたが、
データ移行や業務の移行、業務フローの平準化に大幅に時間と労力を要したため、
残業なども多く発生し、帳票・一般廃棄物が増加傾向になってしまったことがあると
考えられます。新基幹システムについては、今年度でようやく落着きを取り戻しつつ
あるため、次年度は業務・稼働量を抑制安定させ、目標達成できるように努めたいと
思います。

0

978 1,007 1,028 1,073

349523

0 0

達成状況

数値目標 ✕

・帳票見直しによる印刷物の削減 ○

0

一般廃棄物の削減

0

974 1,021 1,038 1,066 1,015

1月 2月12月10月 11月
1,019

数値目標 〇

278
179366 386

343 189 379 266

・エコドライブの励行

12月 1月

0

10月 11月

・エコカー使用

4月2月12月10月 11月 1月 7月 8月

前半から3/4半期にかけて評価未達が目立ち、このまま累計も含めて評価未達と
なるかと思いましたが、最後の3カ月でどうにか目標達成することができました。未
達の主な要因は、やはり新システム導入を筆頭とした業務・稼働量の増加が主に
あげられると思います。通期で基本的な節水励行と実施は行ってきましたが、や
はり使用量は業務・稼働量と大きくリンクしていると思われるため、次年度におい
ても基本的な節水対策の励行・実施とともに、業務・稼働量の抑制安定に努め、
目標達成できるように善処したいと思います。

達成状況

数値目標 〇

・人感センサー導入

3月

0

5月 6月

水道水の削減

133
131 146 115

0

0 0

0

117 149130 136

自動車燃料による二酸化炭素削減

0

200

400

600

10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

ガソリン（L) 2021年 2022年

0

50

100

150

200

10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

水道水（㎥） 2021年 2022年

0

500

1,000

1,500

10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

一般廃棄物（kg） 2021年 2022年
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グリーン購入の推進

【前期目標購入比率】　10%

【今期目標購入比率】　10%

取組紹介欄

2021年

累計
2022年

累計

世界における日本ブランドの発信

□環境関連法規等の遵守状況の確認及び評価の結果，並びに違反，訴訟の有無
法的義務を受ける主な環境関連法規制は次の通りです。

□外部からの環境上の苦情・要望等

□代表者による全体の評価と見直し・指示
実施日：

環境経営方針 ☑ 変更なし □ 変更あり

環境経営目標・計画 ☑ 変更なし □ 変更あり
実施体制他 ☑ 変更なし □ 変更あり

達成状況 取組結果とその評価、次年度の取組計画

人材の育成（通訳者・翻訳者の養成など） ○ 今年度より追加として掲げた本項目については、具体性を持った目標内
容設定が難しく、また、曖昧な目標設定では意味をなさないと考えました。
そこでまずは今年度より、人材育成という側面からはスクール・人材派遣
および紹介業務の売上を、日本ブランドの発信という側面からは通訳・翻
訳業務の売上をそれぞれの目標達成度合の指標として設定いたしまし
た。
細かい数値などは公表が難しいのですが、前年度比で前者では約4％
増、後者におきましては約12％増を達成することができました。
次年度においても、より一層の売上増を目指すのはもちろん、人材育成
の面においてスクール業務により注力し、国内外における通訳者・翻訳者
の人材発掘・養成・に努めたいと考えております。

・資格取得・更新のため研修会参加 ○

・定期的に実施（火災対応訓練10月） ○

・振り返って方針・目標・活動計画等を見直す ○

25.7% 25.8% 24.1% 23.9%

64.8% 58.3% 55.1% 54.1% 49.4% 51.4% 51.8% 51.2% 49.1% 47.7% 55.2% 60.8%
36.5% 80.5% 85.5%64.8% 33.6% 30.9% 49.6% 29.5%

25.5% 21.8% 22.6% 21.9% 19.4% 20.4% 22.5% 23.3%

3月 4月 5月

60.9% 54.5% 46.7% 26.4%

7月 8月 9月
25.5% 17.5% 23.4% 18.7% 12.7% 25.5% 37.2% 31.4% 39.4% 26.3% 15.1% 22.3%

10月 11月 12月 1月 2月 6月

適用される事項（施設・物質・事業活動等）
一般廃棄物、産業廃棄物（廃プラ等）廃棄物処理法

・事務用品グリーン購入（アスクル購入あり） 〇

適用される法規制

達成状況

フロン排出抑制法

2023年10月31日

特にありません。

環境関連法規制等の遵守状況の評価の結果、環境関連法規制等は遵守されていました。

業務用空調機の簡易点検・メーカー点検（7.5ｋｗ以上）

なお、違反、訴訟等も過去３年間ありませんでした。

グリーン購入法 社内用備品購入

【今期目標購入比率】　10% 0
0 　

取組結果とその評価、次年度の取組計画

今年度もすべての月において、目標購入比率を達成することができまし
た。各月および累計の実績についても、過去最高水準の実績維持を行う
ことができたのではないかと思います。このまま継続して、部内の購入担
当と連携のうえ、可能な限りグリーン購入対応を行い、今年度のような高
い水準が維持できるように努めます。
また、水準維持のためにグリーン購入に固執し、業務内容や作業などに
弊害が出ないよう、購入担当とコミュニケーションとりつつバランス調整も
行いたいと思います。

今年度はグリーン購入やガソリン使用などで前年度より良い結果を残せていることはもちろんですが、そのほかの目標に関連し
て従来より着手予定としておりました、新基幹システムの導入や大阪本社の自社ビルにおける空調設備一新工事といった、大
規模な業務および環境設備改善に取り組むことができたのは大きな成果と捉えております。
特に大阪本社の空調設備一新におきましては、大幅な電気使用量及び使用料の削減に効果があり、目標達成だけでなく従業
員の執務環境改善にも繋がったため、企業として社会的責任を果たす一助となれたのではないかと考えています。しかし一方
で、新基幹システムの導入におきましては、全社一丸となって協同して対応しておりましたが、やはり長年の従来のシステムに
合わせた業務フローを新システムへ合せるのは一筋縄ではいかなかったため、業務量が多くなる傾向となってしまい、廃棄物や
水道水の使用量抑制に影響が出てしまいました。この点は、事前準備等の不足と真摯に受け止め、今後の業務改善における
反省材料として是非生かしたいと思っております。
今後におきましては、前年度より引き続き重要視しております取組改善の目安量や基準の推定に重きを置きつつ、可能な範囲
での基本的節電・節水・廃棄物削減の活動は継続徹底し、各目標達成のために状況に応じた適切な取組・指示を行っていくよう
に努めて参ります。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　小谷　寿
平
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